	玉野市では、環境にやさしい行政を推進しています。
その一環として『グリーン購入法』に基づき、環境負荷の少ない物品の購入を実践していますので、当市の取組みにご理解とご協力をお願いします。


令和４～令和６年度

競争入札参加資格審査申請書（物品・役務）記入上の注意

受付期間
○ 基準受付期間 

   新規、更新（継続）・・・令和４年１月５日（水）～３１日（月）
午前８時３０分から午後４時まで（正午～午後１時を除く）
追加・・・・・・・・・・毎年４月、７月、１０月、１月に行います。
（１日～末日、年末年始および土日祝日を除く）
追加申請月から２か月後の１日から有効になります。

　　 　登録内容の変更・・・・・随時受け付けます。
問合せ先
〒７０６－８５１０

玉野市宇野１丁目２７番１号
玉野市 契約管理課 管財係（玉野市庁舎２階北東）
電話番号：０８６３－３２－５５１８

提出方法
電子申請システムに必要書類をアップロードしてください。
　　（変更届は郵送か持参で受け付けます）
有効期間　適正業者と認めた場合のみ有効とし、税に滞納が生じた場合等は無効とします。
基準受付期間受付分：令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

追加受付分：受付月の２ヶ月後の１日から令和７年３月３１日まで

　　　　　（例：７月追加受付→９月１日から有効）

その他

※申請後、申請内容に変更が生じた場合（委任状、営業許可書で期限切れになるもの等を含む）は、変更事項について速やかに変更届を提出すること。

（詳細は玉野市ホームページをご覧ください。）
※　下記業務については、競争入札参加資格審査（測量・建設コンサルタント等）申請が

必要です。
・建築関係建設コンサルタント業務　　・測量業務
・土木関係建設コンサルタント業務　　・地質調査業務
・補償関係コンサルタント業務（補償関連、不動産鑑定、登記手続業務等）
【 法人の場合 】

添付書類　※　各証明書類は、申請月の３か月以内に発行されたものであること。
１）営業許可証明書又は登録証明書

　※　監督官庁の許可、認可、登録等が必要な業種のみ
２）納税証明書
※税に未納のないことを証明するもの（税額不要）
※国税の証明願にはマイナンバー制度の法人番号が必要です
国　　税：納税証明書「その３の３」　　　　　　　　　      　…【 税務署 で発行 】
玉野市税：納税(完納)証明書　　　　 　　　　　　　　　…【玉野市役所税務課で発行】

（添付してある 税証明交付申請書 を税務課に提出）
※　法人代表者が玉野市在住の場合は、代表者個人に係る玉野市税の納税証明書も添付してください。
※本社・本店（委任先除く）所在地が 玉野市内 の場合は 玉野市税のみ必要

※本社・本店（委任先含む）所在地が 玉野市外 の場合は 玉野市税不要

３）印鑑証明書
【 法務局 で発行 】
４）使用印鑑届

５）登記事項証明書
履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書…【 法務局 で発行 】
６）委　任　状

受任者を定める場合のみ必要　有効期間が(物品･役務)と(建設工事、測量･建設コンサルタント等)で異なります。ご注意ください。
７）決算報告書・経歴書等（２年分添付してください）
　　申請書の「経営情報」の内容を確認できるもの
直近の決算期のもので、「貸借対照表」及び「損益計算書」は必須
８）暴力団排除条例に係る誓約書

【 個人の場合 】
添付書類　※　各証明書類は、申請月の３か月以内に発行されたものであること。

１）営業許可証明書又は登録証明書

※監督官庁の許可、認可、登録等が必要な業種のみ
２）納税証明書
※税に未納のないことを証明するもの（税額不要）
※国税、県税の証明願にはマイナンバー制度の法人番号が必要です
国　　税：納税証明書「その３の２」　　　　　　　　　      　…【 税務署 で発行 】
玉野市税：納税(完納)証明書　　　　 　　　　　　　　　…【玉野市役所税務課で発行】

（添付してある 税証明交付申請書 を税務課に提出）
※業者登録（受任者含む）住所が 玉野市内 の場合は 玉野市税のみ必要

※業者登録（受任者含む）住所が 玉野市外 の場合は 玉野市税不要

３）印鑑証明書
【 居住地の市区町村役場で発行 】
４）使用印鑑届
５）身分証明書　　
【 本籍地の市区町村役場で発行 】

６）委　任　状
※受任者を定めない場合は不要
７）登記されていないことの証明書

（成年後見制度に登録されていないことの証明書）
【 道府県の法務局本局（窓口）及び東京法務局（窓口又は郵送）で発行 】
８）決算報告書・経歴書等　※①申請書の「経営情報」の内容を確認できるもの
直近及びその前年のものを提出してください。
青色申告の場合は、「確定申告書（控）」「青色申告決算書」（写し）
※作成していれば、「貸借対照表」 「損益計算書」（写し）も提出してください。　
白色申告の場合は、「確定申告書（控）」及び「収支内訳書」（写し）
基準受付（令和４年１月申請）の際は、令和元・２年分です。

９)暴力団排除条例にかかる誓約書
営業許認可について
以下の業種では、取引品目により、監督官庁からの許認可又は登録を要する場合があります。
該当する場合は、許認可証又は登録を証する書類の写しも提出してください。

	区分
	種目（物品）
	許認可

	１
	印刷
	－

	２
	石油類
	石油販売業届出、揮発油販売業登録

	３
	プロパンガス
	高圧ガス販売業許可、液化石油ガス販売業登録

	４
	コンピューター関係物品
	－

	５
	事務機器、事務用品、書籍、雑誌
	－

	６
	教材、遊具
	－

	７
	用紙、紙製品
	－

	８
	事務服、作業服、その他縫製関係
	－

	９
	寝具類、衣料、その他繊維関係
	－

	10
	機械器具、工具、自動車用品、金物
	－

	11
	家具、インテリア製品
	－

	12
	自動車、特殊車両（消防車両を除く）
	－

	13
	自動二輪車、自転車
	－

	14
	自動車用タイヤ
	－

	15
	電機製品、家電、特殊電機製品
	－

	16
	測量機器、測定機器
	計量器製造業（修理業・販売業）届出

	17
	医薬品、衛生材料、医療器機
	医薬品販売業許可、薬局開設許可、毒物劇物一般販売業登録、高度管理医療機器等販売業許可、管理医療機器販売業届出、医療機器製造販売業許可

	18
	化学工業薬品、防疫薬品、農薬
	毒物劇物販売業登録

	19
	写真関係
	－

	20
	陽画焼付
	－

	21
	標識、プレート、看板
	－

	22
	日用雑貨、荒物
	－

	23
	スポーツ用品（テント等を含む）
	－

	24
	楽器、レコード、ＣＤ等
	－

	25
	時計、眼鏡、アクセサリー
	－

	26
	消防器具、消防ポンプ、消防車両
	－

	27
	ゴム皮革製品（靴、履物を含む）
	－

	28
	印判
	－

	29
	厨房器具
	－

	30
	茶、茶道具
	－

	31
	デパート、農協、スーパーマーケット
	－

	32
	古物商
	金属くず取扱業届出、古物営業許可、廃棄物再生事業者登録

	33
	食料品（米穀類を含む）、酒類
	食品衛生法許可

	34
	砕石、骨材
	－

	35
	材木
	－

	36
	建材（セメント、二次製品含む）、その他原材料
	－

	37
	上下水用器材
	－

	38
	その他（上記以外の物品）
	－


	区分
	種目（役務）
	許認可

	101
	警備
	警備業認定、営業所設置届、機械警備業届出

	102
	建物、道路、公園等の清掃管理
	建築物清掃業登録、建築物環境衛生総合管理業登録

	103
	浄化槽・貯水槽の清掃点検
	浄化槽清掃業許可、浄化槽保守点検業者登録、建築物飲料水貯水槽清掃業登録

	104
	廃棄物収集、運搬、処理
	一般廃棄物収集運搬業許可、一般廃棄物処分業許可、一般廃棄物処分場設置許可、産業廃棄物収集運搬業許可、産業廃棄物処分業許可、特別管理産業廃棄物処分業許可、特別管理産業廃棄物収集・運搬業許可

	105
	機械設備の保守点検管理
	消防用設備業届出

	106
	検査、測定（計量証明、医療検査等）
	計量証明事業登録

	107
	研究、調査、計画策定
	－

	108
	クリーニング
	クリーニング所適合確認書

	109
	給食
	－

	110
	制作（映像、広告、グッズ、ウェブサイト、ウェブコンテンツ、会議録等）
	－

	111
	イベント企画、運営
	－

	112
	電算(システム開発運用、ソフトウェア開発、アプリケーション作成等)
	－

	113
	運送（貨物、旅客）
	一般貨物自動車運送事業許可、貨物軽自動車運送事業届出、旅客事業者運送事業許可

	114
	観光、旅行業
	旅行業許可

	115
	研修（企画、講師派遣）
	－

	116
	保険
	保険業許可（代理店証明）

	117
	葬祭関連
	－

	118
	車輌整備
	自動車分解整備事業認証

	119
	そ族昆虫（ネズミ、ゴキブリ、シロアリ、マツクイムシ等）防除
	

	201
	その他委託
	特定信書郵便業許可

	301
	人材派遣
	一般労働者派遣事業許可、特定労働者派遣事業届出

	401
	賃貸、リース
	高度管理医療機器等販売業・賃貸業許可、管理医療機器の販売業及び賃貸業届出

	501
	草刈
	


